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１. 16年  3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）

(1)経営成績 　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 89,691 △ 0.4 3,590 △ 20.5 3,795 △ 15.6

15年  3月期 90,087 10.0 4,516 103.4 4,498 116.3

  
１ 株 当 た り

当期純利益

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 1,214 △ 21.8 13   08 - 4.8 5.4 4.2

15年  3月期 1,553 127.2 16   88 - 6.4 6.6 5.0
(注)①期中平均株式数 16年  3月期    88,899,913 株　　　15年  3月期    88,958,997 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

　　　　１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

16年  3月期 5.00 2   50 2    50 444 38.2 1.7

15年  3月期 5.00 0   00 5    00 444 29.6 1.8

(3)財政状態

      　　　総  資  産        株主資本比率
百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 71,017 25,569 36.0 287   09

15年  3月期 69,115 24,884 36.0 279   29
（注） ①期末発行済株式数　16年  3月期        88,883,893 株　　　15年  3月期       88,911,600 株

        ②期末自己株式数     16年　3月期            119,731 株　　　15年　3月期            92,024 株

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 41,900 900 300 2   50 - -

通　　期 87,400 2,700 1,000 - 2   50 5   00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               １０ 円 ６７銭

（注）上記の業績予想については、現時点で入手可能な情報に基づき当社の経営者が合理的と判断したもので、リスクや不確実性を

　　　含んでいます。実際の業績は、さまざまな要因の変化により大きく異なることがありえますことをご承知置きください。

１株当たり株主資本

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

株　主　資　本

当 期 純 利 益

配当性向



【シロキ工業㈱個別】

当　　　　　期 前　　　　　期

(平成１６年３月３１日) (平成１５年３月３１日)

金　　額 構成比 金　　額 構成比

　百万円 ％ 　百万円 ％ 　百万円

30,016 42.3 29,573 42.8 443

現 金 預 金 3,103 4,609 △ 1,506

受 取 手 形 1,274 1,767 △ 493

売 掛 金 17,098 16,069 1,028

製 品 811 833 △ 22

原 材 料 775 760 14

仕 掛 品 620 655 △ 35

貯 蔵 品 4 5 △ 1

前 払 費 用 99 101 △ 2

繰 延 税 金 資 産 735 657 78

未 収 入 金 4,473 4,035 437

関係会社短期貸付金 1,252 160 1,092

そ の 他 12 89 △ 76

貸 倒 引 当 金 △ 243 △ 173 △ 70

固  定  資  産 41,001 57.7 39,542 57.2 1,458

29,352 41.3 29,966 43.4 △ 613

建 物 4,089 4,302 △ 213

構 築 物 628 669 △ 40

機 械 装 置 16,492 17,717 △ 1,225

車 輌 運 搬 具 12 20 △ 7

工 具 器 具 備 品 4,611 4,593 18

土 地 2,405 2,405 －

建 設 仮 勘 定 1,112 257 854

 無形固定資産 545 0.8 97 0.1 448

ソ フ ト ウ ェ ア 454 6 448

そ の 他 91 91 0

 投資その他の資産 11,103 15.6 9,479 13.7 1,623

投 資 有 価 証 券 479 371 108

関 係 会 社 株 式 3,474 3,244 230

関 係 会 社 出 資 金 735 174 561

従 業 員長 期貸 付金 190 226 △ 36

関係会社長期貸付金 1,318 1,084 234

長 期 前 払 費 用 4 6 △ 1

繰 延 税 金 資 産 4,411 3,901 510

そ の 他 562 594 △ 32

貸 倒 引 当 金 △ 74 △ 122 47

資    産    合    計 71,017 100.0 69,115 100.0 1,901

比 較 増 減

１０－（１）  個 別 比 較 貸 借 対 照 表

 有形固定資産

（資　産　の　部 )

 流  動  資  産

期　別

科　目

- ２３ -
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当　　　　　期 前　　　　　期

(平成１６年３月３１日) (平成１５年３月３１日)

構成比 構成比

（負　債　の　部） 　百万円 ％ 　百万円 ％ 　百万円

流  動  負　債 　 25,995 36.6 　 40,928 59.2 △ 14,932

　 6 　 22 △ 15

　 15,632 　 15,426 205

3,900 － 3,900

－ 19,900 △ 19,900

　 236 　 389 △ 153

　 1,074 　 1,562 △ 488

　 1,152 　 1,019 133

49 68 △ 19

　 1,141 　 829 312

89 21 68

2,649 1,633 1,015

　 64 　 55 9

固　定　負　債 　 19,452 27.4 　 3,303 4.8 16,149

　 14,000 　 － 14,000

4,531 3,058 1,473

212 232 △ 19

708 12 696

負 債 合 計 　 45,448 64.0 　 44,231 64.0 1,216

（資  本  の  部）

資    　 本　     金 　 7,460 10.5 　 7,460 10.8 －

資　本　剰　余　金 9,699 13.7 9,699 14.0 －

　 9,699 　 9,699 －

利　益　剰　余　金 8,301 11.7 7,805 11.3 496
　 1,327 　 1,327 －

4,509 4,112 397

退 職 積 立 金 　 － 　 100 △ 100

圧 縮 記 帳 積 立 金 　 64 　 66 △ 2

別 途 積 立 金 　 4,445 　 3,945 500

2,465 2,365 99

その他有価証券評価差額金 134 0.1 △ 61 △ 0.1 195

自　　己　　株　　式 △ 26 △ 0.0 △ 19 △ 0.0 △ 6

資 本 合 計 　 25,569 36.0 　 24,884 36.0 685

負 債 ・ 資 本 合 計 　 71,017 100.0 　 69,115 100.0 1,901
当　期 前　期

(注)1.有形固定資産の減価償却累計額 89,774 百万円 86,449 百万円

 　 2.受取手形割引高 - 百万円 - 百万円

　　3.保証債務 3,483 百万円 3,810 百万円

　　4.自己株式 株　数　 119,731 株 株　数　92,024 株

金　額 26 百万円 金　額 19 百万円

個　別　比　較　貸　借　対　照　表

比 較 増 減

金 額 金 額

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内返済予定長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

預 り 金

設 備 関 係 支 払 手 形

そ の 他

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

設 備 未 払 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

役員退 職慰 労引 当金

そ の 他

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

期　別

科　目

- ２４ -
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１０ －（２）  個 別 比 較 損 益 計 算 書

当　　　　期 前　　　　期

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 増減比

営  業  収  益 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

売 上 高 89,691 100.0 　 90,087 100.0 △ 396 99.6

営  業  費  用

売 上 原 価 77,843 86.8 　 77,592 86.1 251 100.3

販売費及び一般管理費 8,257 9.2 　 7,978 8.9 279 103.5

営  業  利  益 3,590 4.0 　 4,516 5.0 △ 926 79.5

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ･ 配 当 金 58 　 55 2 105.1

そ の 他 の 収 益 575 　 477 97 120.5

計 634 0.7 　 533 0.6 100 118.9

営 業 外 費 用

支 払 利 息 299 　 446 △ 146 67.2

そ の 他 の 費 用 129 　 105 24 123.1

計 429 0.5 　 551 0.6 △ 122 77.9

  経     常     利     益 3,795 4.2 　 4,498 5.0 △ 703 84.4

特  別  利  益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 198 － 198 －

固 定 資 産 売 却 益 － 73 △ 73 －

計 198 0.2 73 0.1 124 270.4

特  別  損  失

退 職 給 付 費 用 660 660 － －

製 品 補 償 費 364 － 364 －

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 243 － 243 －

関 係 会 社 株 式 評 価 損 200 36 164 －

固 定 資 産 除 却 損 161 413 △ 252 39.0

過年度役員退職慰労引当金繰入 － 244 △ 244 －

そ の 他 の 特 別 損 失 103 198 △ 95 52.1

計 1,732 1.9 1,552 1.7 180 111.6

2,260 2.5 3,019 3.4 △ 759 74.9

1,764 2.0 2,034 2.3 △ 269 86.7

△ 718 △ 0.8 △ 568 △ 0.6 △ 150 －

1,214 1.4 1,553 1.7 △ 338 78.2

1,472 　 812 660

222 － －

2,465 2,365 99

特

別

損

益

の

部

営

業

外

損

益

の

部

経

常

損

益

の

部

比 較 増 減

営

業

損

益

の

部

(15.4.1～16.3.31) (14.4.1～15.3.31)

当 期 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

中 間 配 当 金

期　別
科　目

- ２５ -
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百万円 百万円 

当 期 未 処 分 利 益
退 職 積 立 金 取 崩 額
圧縮記帳積立金取崩額
合 計

株 主 配 当 金

取 締 役 賞 与 金
監 査 役 賞 与 金
圧 縮 記 帳 積 立 金 1
別 途 積 立 金 350 500
次 期 繰 越 利 益
（注）１．平成15年12月9日に222,247,502円（１株につき2円50銭）の中間配当を実施いたしました。

      ２．配当金は当期末の発行済株式総数から自己株式（119,731株）を除いて計上しております。
      ３．圧縮記帳積立金の取崩は租税特別措置法の規定に基づくものであります。

１１．個 別 比 較 売 上 高 明 細 表

期　　別 当　　　期 前　　　期

区　　分 金　額 構成比 金　額 構成比

（ 製　品  別 ） 百万円 % 百万円 % 百万円

ｼ ｰ ﾄ ﾘ ｸﾗ ｲﾅ ･ｼ ｰﾄ ｱｼ ﾞｬ ｽﾀ 31,689 35.3 31,203 34.6 485

ウィンドレギュレータ 23,734 26.5 24,602 27.3 △ 867

ド ア サ ッ シ 18,751 20.9 17,743 19.7 1,008

ロ ッ ク ＆ ヒ ン ジ 7,257 8.1 7,592 8.4 △ 334

モ ー ル デ ィ ン グ 5,563 6.2 5,139 5.7 423

そ の 他 2,694 3.0 3,806 4.3 △ 1,111

合　　　計 89,691 100.0 90,087 100.0 △ 396

（ 販 売 先 別 ）

ト ヨ タ 自 動 車 32,150 35.8 35,866 39.8 △ 3,715

ダ イ ハ ツ 工 業 5,522 6.2 4,768 5.3 754

タ カ ニ チ 5,336 6.0 3,850 4.3 1,486

ア ラ コ 5,032 5.6 4,215 4.7 816

ト ヨ タ 車 体 4,177 4.7 4,425 4.9 △ 247

日 野 自 動 車 2,112 2.4 1,963 2.2 149

富 士 シ ー ト 1,661 1.9 1,495 1.7 165

豊 田 通 商 709 0.8 520 0.6 189

関 東 自 動 車 工 業 258 0.3 339 0.4 △ 81

そ の 他 1,106 1.0 1,027 1.0 78

トヨタ系計 58,068 64.7 58,471 64.9 △ 403

ス ズ キ 11,127 12.4 12,353 13.7 △ 1,225

三 菱 自 動 車 工 業 5,556 6.2 6,858 7.6 △ 1,302

日 産 自 動 車 4,827 5.4 3,789 4.2 1,038

日 本 発 条 4,228 4.7 2,173 2.4 2,054

日 産 車 体 900 1.0 540 0.6 360

本 田 技 研 工 業 220 0.2 274 0.3 △ 53

い す ゞ 自 動 車 184 0.2 278 0.3 △ 93

そ の 他 4,576 5.2 5,347 6.0 △ 770

合　　　計 89,691 100.0 90,087 100.0 △ 396

（15.4.1～16.3.31） （14.4.1～15.3.31） 比 較 増 減

222 444

45
6

1,472

（１株につき２円５０銭）

１０ －（３） 個 別 比 較 利 益 処 分 案

摘 要
当 期 前 期

100

2,470

（14.4.1～15.3.31）（15.4.1～16.3.31）

2,365

4

2,465

4
―

2,469

（１株につき５円）

1,845

45
6

―

- ２６ -
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式‥移動平均法による原価法を採用しております。
 その他有価証券
時価のあるもの‥ 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

時価のないもの‥ 移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法
デリバティブ・・・・・時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法
製品、仕掛品‥‥‥総平均法による原価法を採用しております。
原材料、貯蔵品‥‥最終仕入原価法による原価法を採用しております。

４．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産‥‥

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとりであります。
　建物 ３～50年
　機械及び装置 ２～12年
　工具器具及び備品 ２～15年
（少額減価償却資産）

する方法を採用しております。
無形固定資産‥‥

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。

５．重要な引当金の計上基準
貸倒引当金‥‥‥

見込額を計上しております。
賞与引当金‥‥‥ 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金‥

見込額に基づき計上しております。

処理しております。

一定の年数（14年）による均等額を翌事業年度より費用処理することとして
おります。

なお、この変更により財務諸表に与える影響は軽微であります。

計上しております。

６．重要なリース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

－２７ －

及び平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、

取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産については、３年間で均等償却

基づく定額法、それ以外の無形固定資産については、定額法を採用しております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に

勤務期間が短くなったことで費用処理年数を15年から14年に変更しております。

従来、数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用処理年数について、発生時の
従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）により処理しておりましたが、

従業員の平均残存勤務年数を見直した結果、費用処理年数（15年）より平均残存

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

役員退職慰労引当金… 役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を

の年数（14年）による定額法により按分した額を費用処理することとしております。

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

なお、会計基準変更時差異(3,298百万円)については、５年による均等額を費用

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

定率法を採用しております。但し機械及び装置、名古屋工場の建物・構築物
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７．ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
特例処理の要件を満たしている金利スワップについて特例処理を採用しております。
② ヘッジの手段とヘッジ対象
 ・ヘッジ手段‥‥金利スワップ取引
 ・ヘッジ対象‥‥借入金
③ ヘッジ方針

おります。また、トレーディング目的でのデリバティブ取引は実施しない方針であります。
④ ヘッジの有効性の評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効性の評価を省略しております。

８．その他個別財務諸表作成のための重要な事項
①消費税等の会計処理
税抜方式によっております。
②連結納税制度の適用
当期は連結納税制度を適用しておりません。
③表示科目の変更
貸借対照表の流動資産の部の関係会社短期貸付金は従来流動資産その他に含めて表示して
おりましたが、当期より関係会社短期貸付金として表示しております。

－２８ －

当社は将来の金利上昇リスクを回避する目的で受取変動・支払固定の金利スワップ取引を行って
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リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
１．借主側
　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　②未経過リース料期末残高相当額 （単位：百万円）

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　③支払リース料及び減価償却費相当額 （単位：百万円）

　④減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．貸主側

未経過リース料期末残高相当額 （単位：百万円）

(注)上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の未経過リース料期末残高相当額であります。
　　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一の条件で第三者にリースしてますので、ほぼ
　　同額の残高が上記の借主側の未経過リース料期末残高相当額に含まれております。

有価証券関係

　当期（平成１６年３月３１日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　前期（平成１５年３月３１日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

１ 年 超 238 238

合 計 330 330

当 期 (15.4.1～16.3.31) 前 期 (14.4.1～15.3.31)

１ 年 内 92 92

支 払 リ ー ス 料 374 357

減価償却費相当額 374 357

合 計 1,484 1,485

当 期 (15.4.1～16.3.31) 前 期 (14.4.1～15.3.31)

１ 年 内 461 410

１ 年 超 1,023 1,074

2,012        851           1,162        

当 期 (15.4.1～16.3.31) 前 期 (14.4.1～15.3.31)

合 計 2,228        1,067        1,161         

282           141           140           

工 具 ・ 器 具 備 品 1,123        478           645           933           360           573           
車 輌 運 搬 具 267          135           131           

796           349           447           

当 期 (15.4.1～16.3.31)

機 械 及 び 装 置 837          453           384           

前 期 (14.4.1～15.3.31)
減価償却累
計額相当額

期 末 残 高
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

減価償却累
計額相当額

期 末 残 高
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

- ２９ -




